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2026賃金確定闘争～第２回幹事団交渉報告
人事委員会勧告の完全実施を明言！昇給制度見直し等の諸課題は最終交渉へ
労務担当局長「大変異例だが、今期は交渉最終日を待たず、人勧通り給与改定を実施する」
県労連は10月29日、第２回幹事団交渉を行いました（詳細３頁）。

交渉の冒頭、労務担当局長から「本年度においては異例の措置ではあるが、交渉最終日を待たずに人事委員会勧告通り実施し、年内差額支給に努める。」とし、勧告の実施等の明言がありました。

人事委員会勧告の実施内容

１．月例給（3.45％、再任用職員は8.5％引上げ）については、本年4月に遡及して給料表を改定する。
２．地域手当については、本年4月に遡及して、支給割合を13％に引き上げる。
３．特別給（ボーナス）については、期末勤勉手当の支給月数を0.05月引き上げ、期末手当及び勤勉手当に均等に配分する。
ア　一般の職員
	
	
	6月期
	12月期

	2026年度
	期末手当
	1.2625／済
	1.2875(現行1.2625月)

	
	勤勉手当
	1.0625／済
	1.0875(現行1.0625月)

	2027年度
	期末手当
	1.275
	1.275

	
	勤勉手当
	1.075
	1.075


イ　再任用職員

	
	
	6月期
	12月期

	2026年度
	期末手当
	0.7125／済
	0.7375 (現行0.7125月)

	
	勤勉手当
	0.5125／済
	0.5375 (現行0.5125月)

	2027年度
	期末手当
	0.725
	0.725

	
	勤勉手当
	0.525
	0.525


４．年内差額支給に最大限努力する。会計年度任用職員についても、常勤職員の支給後、できるだけ早期に支給できるよう努める。
人勧実施明言を最終日まで引き延ばす交渉の在り方は見直されるべきです！

　加速する物価高騰で生活が圧迫される中、勧告の実施は最低限の措置です。今回、最終交渉を待たずに、当局が月例給の引上げ等にかかる勧告の完全実施を明言したことは、素直に歓迎します。
　しかしながら「今期は異例の措置」とコメントし、来年度以降の交渉でも、勧告実施は最後まで明言しないという交渉スタイルが、あたかもスタンダードであるかのような姿勢を見せたことは、極めて問題です。
そもそも人事院・人事委員会勧告制度は、日本国憲法で保障されている労働基本権の一部（スト権）を、公務員については制限している「代償措置」として定められた制度です（これ自体、憲法違反の可能性がありますが）。
つまり、公務員は労働者の当然の権利であるストライキができない代わりに、人事院・人事委員会が、民間労働者の賃上げ状況を踏まえて賃上げ（場合によっては賃下げもある）勧告をするという仕組みです。
したがって、当局には、人事委員会勧告を「実施しない」という選択肢は、本来的にはあり得ません。
もちろん、財政事情や経済状況により、実施を見送るケースも生じうることは否定しませんが、あくまで例外的な措置であり、その他の交渉事項と引き換えに実施の判断を遅らせるというやり方は、制度の趣旨を逸脱した、極めて不誠実な対応と言わざるを得ません。
残された諸課題の解決に向けて、11月11日（水）の最終交渉に臨みます！
　今回の交渉では、昇給制度の見直しや勤勉手当成績率の間差拡大、旅費（車賃）の引下げ等のマイナス提案は撤回されませんでした。また、職員から改善の声が大きい、子の看護等休暇の要件拡大や短期介護休暇の日数拡大、会計年度任用職員の更新上限撤廃などについても、前進回答はありませんでした。
こうした様々な課題について、ひとつでも多くの前進が勝ち取れるよう、全力で取り組みます。
2026県労連賃金確定交渉第２回幹事団交渉報告（●は、第2回交渉での当局発言）
	課題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	１.賃金水準の確保
	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引上げ、勧告をすみやかに実施し、年内に差額を支給すること。

○定年引上げをふまえ、55歳昇給停止を廃止すること。

○採用にあたっては、昇格運用または給与の格付けについて検討し、改善すること。とりわけ、研究職等の昇格運用の改善を図ること。

○昇格制度の変更を行う場合、賃金制度運用上の改悪とならないこと。

○給料表間異動に伴う給与決定基準の改善を図ること。

○物価上昇を考慮し、交通用具利用者の通勤手当および旅費を引上げること。

○通勤手当については、すみやかに全額支給とするとともに、経路や所要時間を含んだ通勤手当の認定条件の改善を図ること。また、認定にあたっては本人申請を基本に通勤時間帯を考慮し、経済性のみを優先した不合理な認定を行わないこと。さらに、直行・直帰の出張などにより、通勤手当の認定条件とは異なる交通手段を取らざるを得ない場合が生じた際には、旅費として実費を支給すること。

○鉄道・バスの利用距離が1ｋｍ未満であっても、通勤手当の支給対象とすること。また、駐車場に係る通勤手当の上限を神奈川の実情に合った金額に改定し、駐輪場も支給対象とすること。

○勤勉手当の勤務成績に応じた区分の間差を拡大しないこと。
	●これまでの交渉で、人勧実施について早期に明言するよう、多くの声をいただいた。こうした声を受け止め、今期においては大変異例だが、交渉最終日を待たずに、人事委員会勧告の通り、給与改定を実施する。

●月例給については、本年４月に遡及して給与表を改定する。

●地域手当は、本年４月に遡及して支給割合を13％に引き上げる。

●特別給、期末勤勉手当の支給月数を0.05月引上げ、均等に配分。

●年内差額支給については最大限努力する。

○昇給制度について、基本的に国準拠に見直したい。55歳を超えない（昇給抑制年齢に達していない）職員の昇給号給数は、勤務成績「極めて良好」（A 区分）6号給→8号給、「特に良好」（B 区分） 5号給→6号給、その他は変更なし。（2029年1月1日の定期昇給より実施）
○勤勉手当の成績率について、再任用職員以外の職員の間差を11.5→12.5とし、「良好」103.75/100→105/100、「優秀」115.25→117.5、「特に優秀」126.75→130に引き上げたい。（2027年度〜）
○災害応急作業等手当を国に準じて改定。（2027年4月〜）
巡回監視：日額540円→910円、応急作業等業務：日額820円→1,440円、噴火発生時の災害状況の調査等の業務：日額 910円→1,440円

○自家用車を公務で利用した際に支給される旅費（車賃）について、国準拠で１kmあたり18円→16円に引き下げたい。（2027年４月〜）

○転居費について、以下のとおり見直したい。（2027年4月～）

※転居費の併用緩和：転居費の支給対象となる引越方法（引越業者、宅配便、自家用車、レンタカー）について、現在は複数の方法を併用した場合でも支給対象は１つの方法のみのところ、社会通念上やむを得えない場合、複数の方法に対して転居費を支給。

※転居費の見積合せ：現在は複数の業者の見積りを取り、最安値の額を支給しているところ、宅配便、自家用車、レンタカーのいずれかを選択し費用が5万円以下である場合は、引越業者の見積もりは不要。

	２.再任用職員の賃金・労働条件
	〇再任用職員の賃金水準について、定年引上げをふまえ、改善を図ること。

○一時金の支給月数や生活に関連する諸手当を常勤と同様にすること。
	○再任用職員等の勤務条件については、国や他の都道府県との均衡、労働基準法等の民間法制などを考慮し多くの措置を講じてきた。今後も、これまでと同様の観点から話し合っていきたい。

	３.臨時的任用職員、会計年度任用職員
	〇臨時的任用職員における、経験に応じた級・号給の格付け等、常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。

○任用、雇用、基本報酬、格付け、一時金、扶養・住居手当などの生活関連手当の支給、労働条件について引き続き改善していくこと。

○継続雇用に努めるとともに、雇用更新年限を設定しないこと。いわゆるパートタイム労働法の主旨をふまえ、正規職員への転換措置を講じること。
○差額について、職員と同様速やかに支給すること。

○男女雇用機会均等法や民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。
	●第1号年度任用職員報酬及び期末勤勉手当も、常勤職員の改定を踏まえ実施。差額支給もできるだけ早期の支給に努める。
○会計年度任用職員の再度任用が可能な回数について、業務の継続性の確保、任用事務の軽減の両方の観点で、会計年度任用職員制度が導入される以前から、同一所属で連続2回までは応募なしで再度の任用を可能とする運用を行ってきている。昨年７月に該当職員を任用する所属の調査した結果、上限回数があることで県民サービスに支障が生じる職種はなかったため、現時点で撤廃は考えていない。

○会計年度任用職員の扶養手当・住居手当について、国で指針が改正されたことから、早い時期に措置したいと考えており、詳細はしかるべき場で話し合っていく。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充
	○上限月45時間・年間360時間の時間外労働、在校等時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。

○テレワークやフレックスタイム、拡大時差出勤制度について、制度の充実をはかること。また、任命権者は必要な条件整備をはかるとともに、所属長に対し制度の趣旨の徹底をはかること。

○事業の円滑な遂行を行うためにも年度によって定期人事異動の時期を変更しないこと。また、円滑な業務引継ぎ、庶務担当者の負担軽減、通勤手当の早期支給の観点からも人事異動時の内示時期を半月程度早めること。
	○時間外勤務月80時間超の職員ゼロを掲げとりくんだが、本年度も23名発生。時間外勤務が多い所属への個別伴走支援の実施、職員負担を平準化するためにチームによる業務遂行推進など全庁でとりくむ。

○育児・介護を行う職員に限定されていた選択的週休３日制を全職員に拡大。週１回のコアタイム免除日も全職員に拡大。（2027年4月〜）

●選択的週休３日制の拡大にあたっては、各所属の職場運営に支障が出ないよう、ていねいな周知に努めていく。

○被害者参加制度に基づく出頭も特別休暇対象。（2027年4月〜）
○つわり等の妊娠障害に係る療養休暇の取得単位を１時間単位とする。（2027年4月～）

○育児参加休暇・短期介護休暇について、同性パートナーや内縁関係の配偶者の孫も対象とする。（2027年4月～）

	５．仕事と家庭の両立支援
	○育児休業等について、取得要件の改善をはかること。

○子の看護等休暇の要件・日数の拡大と対象年齢を引上げることまた、短期介護休暇の日数を拡大すること。
	●子の看護等休暇について、風水害等の災害にともなう休校等に関わる子の世話について、取得事由とすることは困難。

●短期介護休暇については国等との均等の観点から拡充は困難。

	６．人材確保及び育成
	○公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を4号給引上げること。○離職者の増加に対する抜本的な対策を講ずること。また、退職理由を問わない再採用制度を導入すること。
	○初任給基準について、現行は5年までの経験と5年を超えるもののうち、経験が直接役立つと認められるものは12月で4号給加算、それ以外は18月で4号給加算のところ、経験年数すべて12月で4号給と改める。管理栄養士免許職は免許取得前の栄養士業務に従事した経歴も経験年数とする。（2027年4月～）
※2022年4/1以降の採用者に対し2027年末までに在職者調整を実施。（臨時的任用職員、育休代替任期付職員は在職者調整の対象外）


県労連2026確定闘争日程
[image: image1.emf] 

いよいよ 山場 です！  


○11月２日（月）　県労連総決起集会

　　　　　　　　　　　18時30分から

○11月９日（月）　　決議文手交
○11月11日（水）　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　　自治労県職労拡大評議委

○11月1３日（金）　戦術配置
